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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 73,131 12.4 8,113 37.4 7,459 26.1 2,039 △47.5

22年3月期 65,062 △12.5 5,903 22.2 5,915 20.9 3,888 28.6

（注）包括利益 23年3月期 1,367百万円 （△69.9％） 22年3月期 4,535百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 32.45 ― 4.2 10.9 11.1
22年3月期 61.87 ― 8.3 9.2 9.1

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 66,813 50,552 72.0 765.36
22年3月期 70,124 50,443 69.0 770.35

（参考） 自己資本   23年3月期  48,104百万円 22年3月期  48,418百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 6,692 △7,476 △1,097 6,427
22年3月期 6,612 △4,625 △2,001 8,632

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 7.50 ― 10.00 17.50 1,099 28.3 2.4
23年3月期 ― 10.00 ― 7.50 17.50 1,099 53.9 2.3

24年3月期(予想) ― 10.00 ― 10.00 20.00 28.6

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 34,000 △14.9 2,700 △44.0 2,500 △42.4 1,500 △50.6 23.86
通期 75,000 2.6 7,500 △7.6 7,100 △4.8 4,400 115.7 70.00

simkeiri
新規スタンプ



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 62,954,924 株 22年3月期 62,954,924 株

② 期末自己株式数 23年3月期 103,699 株 22年3月期 103,495 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 62,851,315 株 22年3月期 62,851,634 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 54,033 9.4 2,130 40.2 2,033 △17.4 △222 ―

22年3月期 49,380 △17.4 1,519 △27.7 2,461 △11.0 1,768 3.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 △3.53 ―

22年3月期 28.13 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 49,106 34,684 70.6 551.84
22年3月期 55,578 36,373 65.4 578.72

（参考） 自己資本 23年3月期  34,684百万円 22年3月期  36,373百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続きは終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ペー
ジ「1.経営成績1-（1）経営成績に関する分析」をご参照下さい。 
（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 
決算補足説明資料は、平成23年4月26日（火）に当社ホームページに掲載する予定です。 
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１．経営成績 

 

 １－（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度における世界経済は、新興国向け輸出やスマートフォン等に代表される

テーマ性のある市場は順調に成長したものの、円高・資源高の進展に加え、年度末には未

曾有の被害をもたらした東日本大震災の影響による株価の大幅下落など、景気の先行きは

不透明な状態が続きました。 

こうした情勢の中、当社グループは、主力マーケットであるカメラ産業において、新ジャ

ンルのミラーレス一眼カメラ等、成長著しい一眼カメラ向け製品を積極的に展開すること

で、売上基盤の拡充に努めてまいりました。 

さらに“エコ・省エネ”、“安心・安全”、“健康・医療”などテーマ性に富む成長市場へ

“ハーフプライス”、“軽薄短小”をキーワードに特徴ある製品を開発し新規参入を図ると

ともに、新興国をはじめとしたグローバル営業展開を加速するなど、更なる事業拡大に向

けた活動に注力してまいりました。 

また、継続して部品内製化や購入部材のコストダウンなどによる材外費率の改善、海外

工場への生産・機能移管、生産性改善取組み（自働化・省人化）や第４四半期における、

特殊レンズユニット事業の廃止など事業活動全般にわたる事業構造改革の推進等によって

企業体質の変革に努めております。 

   なお、東日本大震災により弊社郡山事業所、一関工場は、建物・生産設備の一部損壊等

の被害が生じましたが、鋭意復旧に努め、3月 22 日からはほぼ通常通りの稼働となってお

ります。 

 この結果、当社グループの当連結会計年度における売上高は前期比 12.4％増の 731 億 31

百万円、営業利益は 81億 13 百万円（前期比 37.4％増）、経常利益 74億 59 百万円（同 26.1％

増）、当期純利益は特殊レンズユニット事業の廃止に伴う事業整理損（35 億 21 百万円）、

災害損失等もあり、20 億 39 百万円（同 47.5％減）となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

光学電子機器関連事業 

光学機器関連は、前期後半以降過去最高の生産数量で推移していたデジタルカメラ用特

殊レンズユニットが、今第３四半期に顧客の新製品への切り替えによる端境期を迎えたこ

とで勢いにブレーキがかかり、数量、売価両面から売上は大幅に減少いたしました。これ

を受け特殊レンズユニット事業を廃止して、後述の高機能デジタル・オプティカルユニッ

ト（ＤＯＵ）などへ転換を進めております。 

一方、一眼カメラ（含むミラーレス一眼）分野では、コア事業のシャッターに加えて絞

りユニットなどの交換レンズ関連製品が大幅な売上増となりました。 

携帯電話カメラ用シャッターにつきましては、スマートフォンの増加もあり売上増加と

なりました。 

電子機器関連は、主力製品である振動モーターが、携帯電話市場において従来型携帯電

話からスマートフォンへの急速な移行が進んでいることに伴い、当社開発の新製品への引
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き合いが増加いたしました。 

また、静音性で高い評価を得ているデジタルカメラ向けズーム用ギヤードモーター（商

標「コパル・サイレントギヤードモーター」＝ＣＳＧＭ）についても積極的な販売活動が

奏功し、売上増となりました。 

部品・金型関連は、金属外装がデジタルカメラ市場の回復により売上高が第３四半期前

半までは好調に推移したものの、コンパクトカメラの急激な価格下落や機種の入替えによ

り第４四半期の売上が減少しました。一方、切削部品は、一眼カメラ市場が好調だったこ

となどから特に交換レンズ用鏡筒、マウント等を中心に売上が増加いたしました。 

     この結果、光学電子機器関連事業の売上高は前期比10.2％増の 678億 47百万円となり、

営業利益は前期比 25％増の 101 億 39 百万円となりました。 

 

    システム機器関連事業 

  システム機器関連は、スマートフォン関連の設備投資需要が好調に推移したことが寄与し、

実装機関連装置の売上が大幅増加となりました。 

工作機械・液晶関連分野では、新たな引き合いもあり、売上が増加いたしました。 

     この結果、システム機器関連事業の売上高は前期比 50.8％増の 52 億 83 百万円となり、

営業利益は前期比大幅増の 3億 98 百万円となりました。 

 

今後の見通しにつきましては、東日本大震災に伴う混乱が続く中で、円高、株価低迷等

が企業業績へ与える影響のみならず、電力の需給逼迫をはじめとするライフライン・物流

等の支障など経営環境はいましばらく予断を許さぬ状況が続くものと思われます。 

こうした中で当社グループは、今後の日本復興に向けての市場・事業環境の変化を注意

深く見極め、未曾有の厳しい経済情勢においても健全な事業運営を可能とすべく経営基盤

の強化を行い、生産性の改善、コスト競争力の強化等による企業体質の改革に努めてまい

ります。 

また、更なる事業拡大のためコア技術のより一層の深掘りと今後成長が見込まれる“エ

コ・省エネ”、“安心・安全”、“健康・医療”などのテーマ性市場での事業展開に注力し、

“ポートフォリオの転換”を図っていきます。特に、当社の特徴であるオプトメカトロニ

クス技術をベースに、新たな差別化技術の開発を進め、高機能デジタル・オプティカルユ

ニット（ＤＯＵ）製品等で上述の成長市場への新規参入および商量の拡大を目指しており

ます。同時に品質革新の遂行、部品内製化や省力化・合理化による付加価値の向上や原価

改善策を徹底推進し、マーケット状況に柔軟に対応できる生産体制の再整備等に取り組ん

でまいります。 

 

     なお、次期の業績見通しにつきましては、連結売上高 750 億円、連結営業利益 75 億円、

連結経常利益 71 億円、連結当期純利益 44 億円を予想しております。 

為替相場につきましては、引き続き極めて不安定な状況下にありますが、次期の為替

レートは計画上 80 円／１米ドルと想定しております。 
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次期の事業の種類別セグメントの見通しは次のとおりとなります。 

光学電子機器関連事業 

     光学機器関連は、特殊レンズユニット事業の経営資源をシフトし、今後の大きな成長性

が見込まれる一眼カメラ、モバイル機器、産業機器、セキュリティー向けの高機能デジタ

ル・オプティカルユニット（ＤＯＵ）などへ重点的に投下してまいります。 

     電子機器関連は、ベトナム新工場の増産体制を早期に構築し、携帯電話およびデジタル

カメラ市場等へ各種モーター製品の商量拡大を図り、シェアアップならびに付加価値の向

上を進めております。また、医療、セキュリティー、産業機器市場向け新製品開発にも注

力してまいります。 

部品・金型事業では、成長著しい一眼カメラ市場の深掘りと同時にスリー新分野である

車載・家電・医療機器・通信市場・ＬＥＤ照明等のテーマ性市場や成長分野へ積極的に参

入します。また、グローバル営業戦略を展開し、特に中国市場での業容拡大を加速してま

いります。金型事業においても、2011 年 2 月に設立した“金型技術開発センター”を核と

して金型に関する要素技術の開発、短納期化、ローコスト化の取組みを推進・加速し、海

外事業所への展開を含めて同事業の一層の拡大に取組みます。 

 

    システム機器関連事業 

     システム機器関連につきましては、産業界の設備投資の動向を注視しつつ、工作機械関

連・実装機関連製品の拡大を図ります。またコア技術の更なる追求と先進技術の開発に注

力し、スリー新アイテムの創出を加速いたします。中でもレーザー関連製品のシリーズ化

とグローバル拡販に努めるなど、当社の強みである光学技術を応用した製品の展開を進め

てまいります。 

 

   〈 業績の予想に関する注意事項 〉 

     この資料に記載されております業績等の予想数字につきましては、現時点で得られた情

報にもとづいて算定しておりますが、多分に不確定な要素を含んでおります。 

     従いまして、実際の業績等は、業況の変化などによりこの資料に記載されている予想と

は大きく異なる場合がありますことをご承知おきください。 

 

１－（２）財政状態に関する分析 

 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

(資産の部) 

流動資産は、受取手形及び売掛金やたな卸資産等が減少したため、前連結会計年度末に

比べて 45 億 97 百万円減の 356 億 82 百万円となりました。固定資産は、海外子会社設立

に伴う建設仮勘定の増加等により、前連結会計年度末に比べて 12 億 86 百万円増の 311

億 30 百万円となりました。 
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この結果、当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べて 33 億 11

百万円減少し、668 億 13 百万円となりました。 

(負債の部) 

流動負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べて 37 億 41

百万円減の 143 億 54 百万円となりました。固定負債は、前連結会計年度末に比べて 3 億

20 百万円増加の 19 億 5 百万円となりました。 

この結果、当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて 34 億 21

百万円減少し、162 億 60 百万円となりました。 

(純資産の部) 

当期純利益 20 億 39 百万円の計上がありましたが、配当金支払や為替換算調整勘定の影

響等もあり、前連結会計年度末に比べて1億9百万円増の505億 52百万円となりました。 

 

 ②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、64 億 27 百万円となり、前連結会計年度末

と比較して 22 億 4 百万円の減少となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益 32 億 85 百万円に加え

て、減価償却費や事業整理損失等の計上により、仕入債務の減少があったものの、66 億

92 百万円の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、海外子会社設立に伴う建設仮勘定やその他生産

設備の増加等により、74 億 76 百万円の減少となりました。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等により 10 億 97 百万円の

減少となりました。 

 

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、下記の通りであります。 

 平成 19 年

3月期 

平成 20 年

3月期 

平成 21 年

3月期 

平成 22 年

3月期 

平成 23 年

3月期 

自己資本比率 62.2% 67.9% 76.5% 69.0% 72.0%

時価ベースの自己資本比率 115.7% 109.4% 69.0% 119.5% 94.4%

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率 227.9% －% 21.6% 7.5% 11.9%

インタレスト・カバレッジ・レシオ 114.5 381.9 443.4 443.6 395.1

自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しています。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全

ての負債を対象としております。 
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１－（３）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

     株主配当につきましては、株主への利益還元を充実させていくことを経営上の重要課題

の一つとして位置づけており、「業績に対応した配当」を行うことを基本としつつ、あわ

せて配当性向や、今後の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案して決定する

方針を採っております。この方針に基づき、当期末の配当金は、当期業績を総合的に勘案

し、1 株当たり 7 円 50 銭を予定しております。当期は 1 株当たり 10 円の中間配当を実施

しておりますので、これにより年間配当金は 1株当たり 17 円 50 銭となります。なお、次

期の配当金につきましては年間 1株当たり 20 円を予定しております。 

 

２．経営方針 

２－（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、独創的かつ高度な精密加工技術、製品開発力、生産技術力を通じて主

力マーケットであるカメラ業界や通信機器業界に加え、今後の成長性が期待できるテーマ

性をもった産業分野に価値ある技術・製品を提供し、顧客の利便性向上、更には社会貢献

を果たすことによって、高成長、高収益、高株価を実現する企業を目指しております。 

また、全社にわたって基本方針を徹底させ、企業価値を極大化すべく、次の理念をもっ

て経営に努めてまいります。 

①キャッシュ・フローを重視した経営 

②カメラ産業の発展への貢献に加え、次なる産業分野への貢献 

③グローバルな事業展開を見据えた斬新な技術力、経営スピード、人的資源の育成・強 

   化 

これらに基づき、企業体質の強化、経営基盤の拡充、事業の拡大に取り組むことで、株

主の皆様の負託に応えていきたいと考えております。 

 

２－（２）目標とする経営指標 

   当社グループは、高成長と高付加価値の指標として、「売上高」と「営業利益率」を重視

しております。 

   平成２５年度までに売上高では１，０００億円、営業利益率は安定した投資活動（キャッ

シュフローの確保）を行っていくために１０％以上を目標としてまいります。 

 

２－（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、光学電子機器関連事業とシステム機器関連事業の２つの事業セグメン

トの中に、光学機器部門（シャッター、レンズ等）、電子機器部門（モーター等）、部品・

金型部門（外装、切削部品、金型等）、システム機器部門（産業機器等）の４つの部門で

運営しておりますが、これらに加え、コア事業領域であるデジタルカメラ、携帯電話分野

で培ったオプトメカトロニクス（光学・電子・精密）技術を基本として第５、第６の柱と

なる事業の創出を目指します。 
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①事業部門別戦略 

光学機器部門は、祖業であるカメラ事業の更なる発展（深掘りと周辺市場開拓）で一段

の飛躍を目指します。 

レンズ関連製品では、デジタルカメラ市場において、高機能が求められる製品に特化す

るとともに、今後中長期的に成長の見込めるセキュリティー・産業機器・車載機器市場等

に向けてデジタル・オプティカルユニット（ＤＯＵ）の新製品やシステム製品を積極展開

すべく新組織を発足させ、新たな事業の柱へと育ててまいります。 

電子機器部門では、振動モーターは、高付加価値の新製品開発によるマーケットシェア

の大幅アップ、複合モーター（モーターにギアとセンサー等を組み合わせたユニット製品）

は、デジタルカメラや産業機器市場へ拡大、更に各種モーター製品をテーマ性のある成長

市場に積極展開してまいります。 

部品・金型部門は、デジタルカメラ用金属外装品と一眼カメラ鏡筒用切削部品の商量拡

大と同製品の周辺部品の深掘りを図る一方、精密金型から表面処理・組立までの一貫生産

体制の強みを生かし“エコ・省エネ”、“安心・安全”、“健康・医療”といった、今後の成

長が期待できる新市場への参入を目指します。 

システム機器部門は、搬送技術、大型設備製造技術、センシング技術等を活用して、新

たに工作機械市場やセキュリティー関連製品等への進出・事業化を進めてまいります。 

  ②Ｍ＆Ａ戦略 

各事業部門別戦略の早期実現のため、Ｍ＆Ａによる事業規模拡大や競争力強化、技術獲

得等を視野に入れた戦略を構築してまいります。 

  ③拠点戦略 

カントリーリスクを回避しつつ、生産拠点の最適な海外展開を進めると同時に、グロー

バル・セールスネットワークの拡充を図るべく新たな営業拠点の設立を行ないます。 

 

２－（４）会社の対処すべき課題 

①高収益事業構造への変革 

高付加価値製品創出のための開発設計力・生産技術力の強化、および全社員の参画

による事業構造改革の推進、低採算事業・製品からの撤退、最適な組織形態への変更、

生産拠点・営業拠点戦略の見直し等を実行するとともに、各生産拠点における自働

化・省人化の推進、検査ラインのシステム化による品質改善、内製化の加速等様々な

抜本的改革に努めます。 

②技術開発体制の強化と推進 

新技術の開発・導入並びに技術の融合・複合化の取り組みを積極推進するとともに、

オプトメカトロニクス技術を基軸とした製品の差別化・高付加価値化の追求により、

デジタル・オプティカルユニット（ＤＯＵ）製品への取組みを本格化させてまいりま

す。 

③持続的な成長戦略の推進 

成長のキーワードであるテーマ性のある市場への製品開発を加速しております。光

学機器部門から新たに光学映像部門を独立させ、より精緻な事業戦略に則った展開を
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進めてまいります。同時に全部門におけるマーケティング機能を強化し、新市場開拓

を強力に推進していきます。 

また、加速度的な成長を目的としたＭ＆Ａは、積極的に取り組んでまいります。 

④グローバル体制の充実とグローバルに活躍できる人材育成・強化 

新興国や重点顧客へのグローバル展開を加速し、中国･台湾・韓国・シンガポール

といったアジア地域における販売拠点を強化・拡充し、国際競争力を高めていく所存

です。 

こうした戦略を実現するために能力・知見に富む人材の積極的な採用・登用、実力

実績主義に基づいた人事制度・教育プログラムの充実化によってグローバルな舞台で

活躍できる社員を育成し、国籍・性別・キャリアを問わずステップアップできる企業

風土の醸成、組織の活性化を進めてまいります。 
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,060 5,778

受取手形及び売掛金 19,601 17,557

商品及び製品 461 493

仕掛品 5,802 5,899

原材料及び貯蔵品 4,229 3,158

繰延税金資産 982 1,720

関係会社預け金 4,572 649

その他 585 427

貸倒引当金 △14 △3

流動資産合計 40,280 35,682

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,004 5,676

機械装置及び運搬具（純額） 7,039 6,701

工具、器具及び備品（純額） 3,925 4,031

土地 3,667 3,655

リース資産（純額） 95 277

建設仮勘定 516 2,426

有形固定資産合計 21,249 22,768

無形固定資産 197 237

投資その他の資産   

投資有価証券 2,771 2,416

出資金 59 58

繰延税金資産 354 337

前払年金費用 5,035 5,207

その他 1,027 103

貸倒引当金 △852 △0

投資その他の資産合計 8,396 8,124

固定資産合計 29,844 31,130

資産合計 70,124 66,813
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,394 9,611

短期借入金 400 400

リース債務 48 149

設備関係未払金 － 1,053

未払法人税等 1,423 424

賞与引当金 806 753

その他 2,022 1,961

流動負債合計 18,095 14,354

固定負債   

リース債務 49 249

繰延税金負債 857 920

退職給付引当金 541 557

債務保証損失引当金 17 17

負ののれん 38 36

その他 79 123

固定負債合計 1,585 1,905

負債合計 19,681 16,260

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,080 11,080

資本剰余金 12,524 12,524

利益剰余金 25,820 26,602

自己株式 △167 △167

株主資本合計 49,257 50,040

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 514 304

為替換算調整勘定 △1,354 △2,241

その他の包括利益累計額合計 △839 △1,936

少数株主持分 2,024 2,448

純資産合計 50,443 50,552

負債純資産合計 70,124 66,813
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 65,062 73,131

売上原価 53,832 59,078

売上総利益 11,229 14,052

販売費及び一般管理費 5,325 5,939

営業利益 5,903 8,113

営業外収益   

受取利息 23 10

受取配当金 38 52

負ののれん償却額 2 2

固定資産賃貸料 46 46

助成金収入 105 14

その他 75 114

営業外収益合計 291 240

営業外費用   

支払利息 14 17

為替差損 135 677

固定資産賃貸費用 1 5

一時帰休労務費 114 162

その他 13 31

営業外費用合計 280 894

経常利益 5,915 7,459

特別利益   

固定資産売却益 33 28

貸倒引当金戻入額 － 10

償却債権取立益 － 146

その他 0 0

特別利益合計 33 185

特別損失   

固定資産除売却損 123 305

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32

ＰＣＢ撤去費用 － 13

災害による損失 － 485

事業整理損 － 3,521

その他 0 －

特別損失合計 124 4,359

税金等調整前当期純利益 5,824 3,285

法人税、住民税及び事業税 1,808 1,159

法人税等調整額 △203 △515

法人税等合計 1,605 644

少数株主損益調整前当期純利益 － 2,641

少数株主利益 330 601

当期純利益 3,888 2,039
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 2,641

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △209

為替換算調整勘定 － △1,064

その他の包括利益合計 － △1,274

包括利益 － 1,367

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 943

少数株主に係る包括利益 － 423
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,080 11,080

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,080 11,080

資本剰余金   

前期末残高 12,524 12,524

当期変動額   

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

利益剰余金   

前期末残高 22,874 25,820

当期変動額   

剰余金の配当 △942 △1,257

当期純利益 3,888 2,039

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 2,946 782

当期末残高 25,820 26,602

自己株式   

前期末残高 △166 △167

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △167 △167

株主資本合計   

前期末残高 46,312 49,257

当期変動額   

剰余金の配当 △942 △1,257

当期純利益 3,888 2,039

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

当期変動額合計 2,945 782

当期末残高 49,257 50,040
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △150 514

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 665 △209

当期変動額合計 665 △209

当期末残高 514 304

為替換算調整勘定   

前期末残高 △1,192 △1,354

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △161 △886

当期変動額合計 △161 △886

当期末残高 △1,354 △2,241

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △1,343 △839

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 503 △1,096

当期変動額合計 503 △1,096

当期末残高 △839 △1,936

少数株主持分   

前期末残高 1,730 2,024

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 294 423

当期変動額合計 294 423

当期末残高 2,024 2,448

純資産合計   

前期末残高 46,699 50,443

当期変動額   

剰余金の配当 △942 △1,257

当期純利益 3,888 2,039

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 797 △672

当期変動額合計 3,743 109

当期末残高 50,443 50,552
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 5,824 3,285

減価償却費 3,336 3,987

負ののれん償却額 △2 △2

災害損失 － 485

事業整理損失 － 3,521

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32

退職給付引当金の増減額（△は減少） 16 20

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △862

その他の引当金の増減額（△は減少） 53 △50

受取利息及び受取配当金 △62 △63

支払利息 14 17

固定資産除売却損益（△は益） 90 276

売上債権の増減額（△は増加） △4,038 1,866

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,429 △934

未収入金の増減額（△は増加） 460 △3

仕入債務の増減額（△は減少） 6,696 △3,485

未払金の増減額（△は減少） 86 66

破産更生債権等の増減額（△は増加） 1 946

その他 △308 △252

小計 6,743 8,852

利息及び配当金の受取額 62 63

利息の支払額 △15 △16

法人税等の支払額 △599 △2,115

法人税等の還付額 421 △91

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,612 6,692
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △4,609 △7,493

固定資産の売却による収入 127 45

貸付金の回収による収入 0 0

事業譲受による支出 △150 －

その他 5 △28

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,625 △7,476

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,000 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

セール・アンド・リースバックによる収入 － 277

リース債務の返済による支出 △57 △117

配当金の支払額 △942 △1,257

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,001 △1,097

現金及び現金同等物に係る換算差額 △128 △323

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △143 △2,204

現金及び現金同等物の期首残高 8,775 8,632

現金及び現金同等物の期末残高 8,632 6,427
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 該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1） 当連結財務諸表に含まれた連結子会社は次の11社

であります。 

日本電産コパル精密部品㈱ 

日本電産コパル・タイランド㈱ 

日本電産コパル・マレーシア㈱ 

日本電産コパル・フィリピン㈱ 

日本電産コパル・ベトナム会社 

日本電産科宝（浙江）有限公司 

科宝光電機器（上海）有限公司 

米国日本電産コパル㈱ 

日本電産科寶（香港）有限公司 

コパル・ヤマダ㈱ 

コパル・ヤマダ ベトナム会社 

  

１．連結の範囲に関する事項 

(1） 当連結財務諸表に含まれた連結子会社は次の12社

であります。 

日本電産コパル精密部品㈱ 

日本電産コパル・タイランド㈱ 

日本電産コパル・マレーシア㈱ 

日本電産コパル・フィリピン㈱ 

日本電産コパル・ベトナム会社 

日本電産科宝（浙江）有限公司 

科宝光電機器（上海）有限公司 

米国日本電産コパル㈱ 

日本電産科寶（香港）有限公司 

コパル・ヤマダ㈱ 

コパル・ヤマダ ベトナム会社 

日本電産コパル精密・ベトナム会社  

 上記のうち、日本電産コパル精密・ベトナム会社

については、当連結会計年度において新たに設立し

たため、連結の範囲に含めております。  

(2) 連結の範囲から除外した非連結子会社は、㈱コパ

ル研究所他であります。 

 非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資

産・売上高・当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないので連結から

除外しております。 

(2)                 同左 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社㈱コパル研究所他に対する投資につい

ては、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため持分法を適用せず原価法により評価しておりま

す。 

           同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 日本電産科宝（浙江）有限公司及び科宝光電機器

（上海）有限公司の決算日は12月31日であります。連

結財務諸表の作成に当たって、連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

            同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

時価のないもの 

同左 

(ロ）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品 

 当社及び国内連結子会社は総平均法に基づく

原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法により算定）を、また、

在外連結子会社は移動平均法による低価法を採

用しておリます。 

(ロ）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品 

同左 

貯蔵品 

 当社及び国内連結子会社は最終仕入原価法に

基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定）を、

また、在外連結子会社は最終仕入原価法による

低価法を採用しております。 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

 当社及び国内連結子会社は定率法を採用しており

ます。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。 

海外連結子会社は定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物     3年～65年 

機械装置及び運搬具   5年～10年 

工具、器具及び備品   2年～20年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

（イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

（ロ）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

（ロ）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

（ハ）リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

（ハ）リース資産 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 (3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員に対する退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、退職給付引当金または前払年金

費用を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額

法により処理しております。 

(ハ）退職給付引当金 

同左 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号

平成20年７月31日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益に与える影響はありません。  

   

(ニ）債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の

財政状態等を個別に勘案し、損失負担見込額を計

上しております。 

(ニ）債務保証損失引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準 

同左 
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前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約 

ヘッジ対象：外貨建金銭債権・債務 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

当社の社内規程に基づき、為替変動リスクをヘッ

ジしております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 

(ニ）有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判断し

ております。 

(ニ）有効性評価の方法 

同左 

────── (6）のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 のれん及び負ののれん償却については、20年間の

定額法により償却を行っております。 

────── (7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

 なお、グループ全体での資金運用、調達を行うた

め、日本電産㈱へ預託しているＣＭＳ預け金233百

万円及び外貨預け金415百万円を資金の範囲に含め

ております。 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。  

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれん償却については、20年間の定額

法により償却を行っております。 

────── 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

 なお、グループ全体での資金運用、調達を行うた

め、日本電産㈱へ預託しているＣＭＳ預け金4,572百

万円を資金の範囲に含めております。 

────── 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、税金等調整前当期純利益が32百万円減少

しております。 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （連結貸借対照表）  

 前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示

しておりました「設備関係未払金」は、当連結会計年度に

おいて、金額の重要性が増したため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度末の「設備関係未払金」は73百万

円であります。 

（連結損益計算書）  

「一時帰休労務費」は、前連結会計年度まで営業外費用の

「その他」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

なお、前連結会計年度における「一時帰休労務費」の金額

は21百万円であります。 

（連結損益計算書）  

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣

府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利

益」の科目で表示しております。 

追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 
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（注）１．事業区分は、市場及び販売方法の類似性により下記の事業区分によっております。 

２．各事業の主な製品 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 

前    期    2,217百万円 

であり、その主なものは、親会社の本社部門及び基礎研究に係る費用であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 

前    期   11,109百万円 

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資産（投資有価証券）

及び管理部門に係る資産等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額に含まれております。 

連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  
光学電子機器
関連事業 
（百万円） 

システム機器
関連事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                       

売上高                          

(1）外部顧客に対する売上高     61,559     3,502     65,062     －     65,062 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
    87     10     97 (97)     － 

計     61,647     3,512     65,160 (97)     65,062 

営業費用     53,532     3,506     57,038     2,119     59,158 

営業利益     8,114     6     8,121 (2,217)     5,903 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
                         

資産     54,886     4,375     59,262     10,862     70,124 

減価償却費     3,025     114    3,139     197     3,336 

資本的支出    4,651     3     4,654     40     4,694 

事業区分 売上区分 主要製品 

光学電子機器関連事業 

光学機器 
カメラ用シャッター、レンズユニット、 

光学系センサーユニット  

電子機器 
精密小型モーター、ポテンショメーター、 

エンコーダー 

部品 プレス・モールド部品、金型 

システム機器関連事業 システム機器 

電子部品実装機、工作機械、端末機器、 

ＩＣカード用プリンター、液晶搬送用ロボット、 

昇華型プリンター 
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６．事業区分の変更 

（当連結会計年度） 

従来、「システム機器関連事業」に含めておりました光学系センサーユニットは、当第１四半期連結会計

期間より「光学電子機器関連事業」へ事業区分を変更しております。  

この変更は、光学機器分野におけるレンズ事業拡大に向け、既存のオプトメカトロ技術に照明・認識技

術を加えることにより、新たな市場への展開を狙うものであります。また、それに伴う組織体制の見直

しも行われております。  

この結果、当連結会計年度の売上高及び営業利益は、従来の方法に比べて「光学電子機器関連事業」で

はそれぞれ651百万円、167百万円増加し、「システム機器関連事業」ではそれぞれ同額減少しておりま

す。 

７．会計方針の変更 

（前連結会計年度） 

 棚卸資産の評価に関する会計基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.(1)ロに記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。なお、この変更による営業利益に与える影響はありません。 

 リース取引に関する会計基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リ

ース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用してお

ります。なお、この変更による営業利益に与える影響は軽微であります。 

 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年

５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、この変更による営業利益に与える

影響は軽微であります。 

８．追加情報 

（前連結会計年度） 

 有形固定資産の耐用年数の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.(2)に記載のとおり、機械装置の耐用年数につい

て、平成20年度税制改正を契機に見直したことにより、耐用年数を２～15年としておりましたが、当連結

会計年度より５～10年に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて「消去又

は全社」が4百万円、「光学電子機器関連事業」が21百万円、「システム機器関連事業」が4百万円営業費

用が増加し、営業利益が同額減少しております。 
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 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

東南アジア   タイ、ベトナム、中国、マレーシア、フィリピン 

そ の 他   米国他 

３．営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 

     前   期  2,217百万円 

であり、その主なものは、親会社の本社部門及び基礎研究に係る費用であります。 

４．資産のうち消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、 

     前   期  11,109百万円 

であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証

券）及び管理部門に係わる資産等であります。 

５．会計方針の変更 

（前連結会計年度） 

 棚卸資産の評価に関する会計基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.(1)ロに記載のとおり、当連結会計年度より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。なお、この変更による営業利益に与える影響はありません。 

 リース取引に関する会計基準 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リ

ース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用してお

ります。なお、この変更による営業利益に与える影響は軽微であります。 

 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年

５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。なお、この変更による営業利益に与える

影響は軽微であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  
日本 

（百万円） 
東南アジア
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                               

売上高                               

(1）外部顧客に対する売上高     48,106     16,597     357     65,062         －     65,062 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
    2,376     28,852     3     31,232  (31,232)      － 

計     50,483     45,450     361     96,295 (31,232)     65,062 

営業費用     45,906     41,935     326     88,168 (29,010)     59,158 

営業利益     4,576     3,515     34     8,126 (2,222)     5,903 

Ⅱ．資産     41,960     31,811     235     74,007 (3,883)     70,124 
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６．追加情報 

（前連結会計年度） 

 有形固定資産の耐用年数の変更 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」4.(2)に記載のとおり、機械装置の耐用年数につい

て、平成20年度税制改正を契機に見直したことにより、耐用年数を２～15年としておりましたが、当連結

会計年度より５～10年に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて「消去又

は全社」が4百万円、「日本」が26百万円営業費用が増加し、営業利益が同額減少しております。 

 （注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

(2）各区分に属する主な国又は地域 

① 東南アジア   タイ、ベトナム、中国、マレーシア、フィリピン 

② その他     米国 他 

ｃ．海外売上高

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

  東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 31,139 1,623 32,762  

Ⅱ 連結売上高（百万円）           65,062  

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 
47.9% 2.5% 50.4% 
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、経営者が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は製品・サービスについてそれぞれ国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開してい

る「光学電子機器関連事業」、「システム機器関連事業」の２つを報告セグメントとしております。  

 「光学電子機器関連事業」は、カメラ用シャッター、レンズユニット及び精密小型モーター等を生産し

ております。「システム機器関連事業」は、実装機、昇華型プリンター等を生産しております。  

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一である。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間の内部収益及び振替高は市場

実勢価格に基づいている。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

   前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

                                        (単位：百万円)

  

ｄ．セグメント情報

  光学電子機器 

関連事業 

システム機器 

関連事業 
計 

調整額 

（注）  

連結財務諸表

計上額 

売上高 

  

外部顧客への売上高 

  

セグメント間の内部売上高

又は振替高 

  

  

61,559

87

  3,502

10

  

  

65,062

97

 

 

－ 

 

 

 

△97

  

－

65,062

計   61,647   3,512   65,160   △97   65,062

セグメント利益   8,114   6 8,121   △2,217   5,903

セグメント資産  54,886  4,375   59,262  10,862   70,124

その他の項目 

  

減価償却費 

  

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 

  

  

  

  

3,025

4,651

114

3

3,139

4,654

 

 

197

40

3,336

4,694
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当連結会計年度（自平成22年4月１日 至平成23年３月31日）  

                                       (単位：百万円)

  

（注）１.調整額の内容は以下のとおりであります。 

    セグメント利益  

（百万円） 

 ※ 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社の本社部門及び基礎研究に係る費用でありま

す。 

     

    セグメント資産 

（百万円） 

  ※ 全社資産は、主に親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資産（投資有価証券）

及び管理部門に係る資産等であります。 

  

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

  光学電子機器 

関連事業 

システム機器 

関連事業 
計 

調整額 

（注） 

連結財務諸表

計上額 

売上高 

  

外部顧客への売上高 

  

セグメント間の内部売上高

又は振替高 

  

67,847

541

5,283

9

73,131

550

－ 

 △550 － 

73,131

計 68,389 5,292 73,681  △550 73,131

セグメント利益 10,139 398 10,538  △2,424 8,113

セグメント資産 51,178 4,500 55,678  11,134 66,813

その他の項目  

  

減価償却費 

  

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額 

  

  

  

 

3,700

9,026  

120

56  

3,821

9,082

 

 

 

166

221  

3,987

9,304

  前連結会計年度 当連結会計年度 

セグメント間取引消去 0  △0

全社費用※ △2,217  △2,424

合計 △2,217  △2,424

  前連結会計年度 当連結会計年度 

全社資産※ 11,109  11,547

その他の調整額 △247  △413

合計 10,862  11,134
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 (単位：百万円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

   

  

(2）有形固定資産 

 (単位：百万円）

  

  

２．主要な顧客ごとの情報 

 （単位；百万円）

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

  

 なお、平成22年４月１日以前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、

以下のとおりであります。 

（単位：百万円）

   

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

ｅ．関連情報

 日本  東南アジア  その他  合計 

 40,465 30,975  1,689 73,131

 日本  東南アジア  その他  合計 

  8,611  14,157   0   22,768

 相手先  売上高  関連するセグメント名 

 パナソニック株式会社   10,299
 光学電子関連機器事業 

 システム機器関連事業  

 Nikon (Thailand) Co.,Ltd.    8,512  光学電子関連機器事業 

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  
 光学電子関連 

機器事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   2  －  －   2

 当期末残高   48  －  －   48

  
 光学電子関連 

機器事業  

 システム機器 

関連事業  
 全社・消去  合計 

 当期償却額   4  －  －    4

 当期末残高   85  －  －   85

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年4月１日 
至 平成22年3月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年4月１日 
至 平成23年3月31日） 

１株当たり純資産額 770.35円 

１株当たり当期純利益金額     61.87円 

１株当たり純資産額 円 765.36

１株当たり当期純利益金額      円 32.45

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 同左 

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当期純利益（百万円）  3,888  2,039

普通株主に帰属しない金額(百万円)     － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円）  3,888  2,039

期中平均株式数（千株）  62,851  62,851

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  50,443  50,552

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 2,024  2,448

（うち少数株主持分）  (2,024)  (2,448)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  48,418  48,104

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

期末の普通株式の数（千株） 
 62,851  62,851

（重要な後発事象）
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４．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,018 1,069

受取手形 610 582

売掛金 16,879 14,334

商品及び製品 282 239

仕掛品 1,735 2,548

原材料及び貯蔵品 1,751 1,224

前払費用 4 11

繰延税金資産 820 1,539

関係会社預け金 4,572 649

関係会社短期貸付金 1,632 681

未収入金 5,102 3,996

その他 44 14

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 34,454 26,889

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,028 1,729

構築物（純額） 290 277

機械及び装置（純額） 727 847

車両運搬具（純額） 2 1

工具、器具及び備品（純額） 324 386

土地 3,247 3,252

リース資産（純額） 40 184

建設仮勘定 7 96

有形固定資産合計 6,667 6,774

無形固定資産   

無形固定資産合計 13 22

投資その他の資産   

投資有価証券 2,761 2,406

関係会社株式 3,864 3,864

出資金 10 10

関係会社出資金 2,614 3,870

関係会社長期貸付金 24 －

破産更生債権等 946 －

前払年金費用 5,035 5,207

その他 34 59

貸倒引当金 △852 △0

投資その他の資産合計 14,442 15,419

固定資産合計 21,123 22,216

資産合計 55,578 49,106

日本電産コパル㈱　（7756）　平成23年3月期　決算短信

- 30 -



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 739 498

買掛金 14,974 10,224

リース債務 26 121

未払金 386 1,048

未払費用 562 591

未払法人税等 815 35

前受金 22 29

預り金 154 143

賞与引当金 560 560

その他 5 0

流動負債合計 18,247 13,252

固定負債   

リース債務 14 182

繰延税金負債 853 913

債務保証損失引当金 17 17

その他 70 55

固定負債合計 956 1,169

負債合計 19,204 14,422

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,080 11,080

資本剰余金   

資本準備金 12,524 12,524

資本剰余金合計 12,524 12,524

利益剰余金   

利益準備金 512 512

その他利益剰余金   

配当準備積立金 290 290

別途積立金 7,650 7,650

繰越利益剰余金 3,968 2,488

利益剰余金合計 12,421 10,941

自己株式 △167 △167

株主資本合計 35,858 34,379

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 514 304

評価・換算差額等合計 514 304

純資産合計 36,373 34,684

負債純資産合計 55,578 49,106
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 49,380 54,033

売上原価 44,570 48,359

売上総利益 4,810 5,674

販売費及び一般管理費 3,291 3,543

営業利益 1,519 2,130

営業外収益   

受取利息 21 15

受取配当金 945 675

固定資産賃貸料 191 189

助成金収入 87 14

その他 33 50

営業外収益合計 1,278 944

営業外費用   

支払利息 5 4

固定資産賃貸費用 115 103

為替差損 108 801

一時帰休労務費 105 129

その他 1 1

営業外費用合計 336 1,041

経常利益 2,461 2,033

特別利益   

固定資産売却益 － 0

貸倒引当金戻入額 － 0

償却債権取立益 － 146

特別利益合計 － 147

特別損失   

固定資産除売却損 21 227

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 32

ＰＣＢ撤去費用 － 13

災害による損失 － 344

事業整理損 － 2,220

特別損失合計 21 2,839

税引前当期純利益 2,439 △657

法人税、住民税及び事業税 908 78

法人税等調整額 △237 △513

法人税等合計 671 △435

当期純利益 1,768 △222
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 11,080 11,080

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,080 11,080

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 12,524 12,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

資本剰余金合計   

前期末残高 12,524 12,524

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,524 12,524

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 512 512

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 512 512

その他利益剰余金   

配当準備積立金   

前期末残高 290 290

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 290 290

別途積立金   

前期末残高 7,650 7,650

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,650 7,650

繰越利益剰余金   

前期末残高 3,142 3,968

当期変動額   

剰余金の配当 △942 △1,257

当期純利益 1,768 △222

当期変動額合計 825 △1,479

当期末残高 3,968 2,488
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 11,595 12,421

当期変動額   

剰余金の配当 △942 △1,257

当期純利益 1,768 △222

当期変動額合計 825 △1,479

当期末残高 12,421 10,941

自己株式   

前期末残高 △166 △167

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △167 △167

株主資本合計   

前期末残高 35,033 35,858

当期変動額   

剰余金の配当 △942 △1,257

当期純利益 1,768 △222

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 825 △1,479

当期末残高 35,858 34,379

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △150 514

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 665 △209

当期変動額合計 665 △209

当期末残高 514 304

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △150 514

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 665 △209

当期変動額合計 665 △209

当期末残高 514 304
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 34,882 36,373

当期変動額   

剰余金の配当 △942 △1,257

当期純利益 1,768 △222

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 665 △209

当期変動額合計 1,490 △1,689

当期末残高 36,373 34,684

日本電産コパル㈱　（7756）　平成23年3月期　決算短信

- 35 -



(1）役員の異動 

①代表者の異動  

 該当事項はありません。 

  

②その他の役員の異動 （平成23年６月15日付） 

新任取締役候補  

  

新任監査役候補  

  

退任予定監査役  

  

(2）執行役員の異動（平成23年６月15日付） 

新任執行役員候補    

  

退任予定執行役員 

  

５．その他

氏 名 新役職名 現役職名 

深 作 良 範 
 取締役執行役員 

電子機器統轄 

 執行役員 

電子機器統轄 

氏 名 新役職名 現役職名 

小 松 克 男 監査役  オリンパス㈱常勤監査役 

氏 名 現役職名 

横 川 邦 彦 監査役  

氏 名 新役職名 現役職名 

中 沢 俊 明 

 執行役員 

 部品統轄 

 金型技術開発センター所長 

 日本電産コパル精密部品㈱ 

代表取締役社長 

  

 部品統轄 

 金型技術開発センター所長 

 日本電産コパル精密部品㈱ 

代表取締役社長 

大 津 悦 朗 

 執行役員 

 営業部門統轄 

 第二営業統括部長  

   

 営業部門統轄補佐 

第二営業統括部長 

渡 辺 修 一 

 執行役員 

 管理部門統轄補佐 

 経営戦略室長 

 日本電産科寶（香港）有限公司 

董事長 

    

 日本電産コパル・タイランド㈱ 

 取締役副社長 

  

  

氏 名 現役職名 

  

 佐 藤 孝 夫 

  

 執行役員 

 日本電産科宝（浙江）有限公司  

総経理 
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（３）四半期連結損益計算書

前第４四半期連結会計期間 当第４四半期連結会計期間

　　（自 平成22年1月1日 　　（自 平成23年1月1日

　　　至 平成22年3月31日） 　　　至 平成23年3月31日）

18,108                       15,926                       

14,385                       13,180                       

3,723                        2,746                        

1,456                        1,457                        

2,267                        1,288                        

5                            3                            
0 0
0 0

52                           45                           
10                           11                           
-                            14                           

23                           23                           

93                           98                           

0 6

-                            120

2                            8                            

3                            135                          

2,357                        1,252                        

12                           10                           

-                            0

-                            146                          

-                            △0 

12                           157                          

39                           182                          

-                            485                          

-                            3,521                        

△0 △0 

39                           4,189                        

2,331                        △2,779 

1,099                        208                          

△300 △995 

798                          △786 

-                            △1,992 

116                          149                          

1,416                        △2,142 

災 害 に よ る 損 失

事 業 整 理 損

そ の 他

特 別 損 失 合 計

受 取 配 当 金

営 業 外 費 用

固 定 資 産 賃 貸 料

負 の の れ ん 償 却 額

そ の 他
助 成 金 収 入

為 替 差 益

受 取 利 息

営 業 外 収 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 原 価

売 上 高

売 上 総 利 益

営 業 利 益

四 半 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計

少数株主損益調整前当期純利益

(単位：百万円）

そ の 他

特 別 利 益 合 計

そ の 他

特 別 利 益

営 業 外 費 用 合 計

科 目

支 払 利 息

営 業 外 収 益 合 計

一 時 帰 休 労 務 費

償 却 債 権 取 立 益

固 定 資 産 除 売 却 損

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

経 常 利 益
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6．連結決算概要  
 
 
 
 
 

平成 23 年 4 月 25 日 
日本電産コパル株式会社 

 
平成 23 年３月期（第 75 期）連結決算概要 

 
１． 連結業績の状況                            （百万円未満切捨て） 
 

当連結会計年度 前連結会計年度 当 第 ４ 四 半 期 前 第 ４ 四 半 期 

自 平成 22 年４月 １ 日 
至 平成 23 年３月 31 日 

対前期
増減率 自 平成 21 年４月 １ 日

至 平成 22 年３月 31 日
自 平成 23 年１月 １ 日
至 平成 23 年３月 31 日

対前年 
同期 
増減率 自 平成 22 年１月 １ 日

至 平成 22 年３月 31 日

百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 百万円
売 上 高 

73,131 12.4 65,062 15,926 △12.1 18,108

営 業 利 益 
8,113 

(11.1%) 37.4
5,903

(9.1%)
1,288 

(8.1%) △43.2 
2,267

(12.5%)

経 常 利 益 
7,459 

   (10.2%) 26.1
5,915

(9.1%)
1,252 

(7.9%) △46.9 
2,357

(13.0%)
当  期 （ 四 半 期 ） 
純  利  益 

2,039 
(2.8%) △47.5

3,888
(6.0%)

△2,142 
(△13.5%) － 

1,416
(7.8%)

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭１ 株 当 た り 
当期（四半期）純利益 32.45 61.87 △34.09 

 
22.54

  潜在株調整後１株当たり 
当期（四半期）純利益 － 

-
－ 

 -

※（ ）内は、対売上高比率 

 
２． 連結財政状態 
 

  当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
百万円 百万円

総 資 産 
66,813 70,124

純 資 産 50,552 50,443
％ ％

自 己 資 本 比 率 
72.0 69.0
円 銭 円 銭１ 株 当 た り 

純 資 産 765.36 770.35
百万円 百万円営 業 活 動 に よ る 

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 6,692 6,612
投 資 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △7,476 △4,625
財 務 活 動 に よ る 
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △1,097 △2,001
現 金 及 び 
現 金 同 等 物 
期 末 残 高 6,427 8,632

 
３． 配当の状況 
 

 第 ２ 四 半 期 末 期 末 合 計

円 銭 円 銭 円 銭
２ ２ 年 ３ 月 期 

7.50 10.00 17.50

２ ３ 年 ３ 月 期 10.00 7.50 17.50

２ ４ 年 ３ 月 期 （ 予 想 ）        10.00 10.00 20.00
 
４．連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 12 社  持分法適用会社数 －社 

＜前期末（平成 22 年３月）比の異動状況＞ 
連結  （新規） １社 （除外） －社  持分法  （新規） －社 （除外） －社 
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